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５つの提言～人生１００年、輝く人生のために～ 
 

1. 会社組織の寿命1が短縮化する一方、働く一人一人の寿命が長期化する人

生 100 年時代を生き抜くため、企業と人材双方に変革が求められている。 

人生 100 年は避けられない現実 

 

2. 企業と人材とのミスマッチを解消するためには、互いにその事実を共有しなく

てはいけない。特に人材自身に対してその事実を知らしめ、キャリアを考える

機会を 40歳2までに与えよ。 ゆでガエル3が老いたら取り返しがつかない 

 

3. 企業側が自社にマッチする人材を受け入れるためには、事業や地域のニー

ズにあわせて人事マネジメントの構造を見直さなくてはいけない。古すぎたり

大企業の制度のコピーであったりしては難しい。 

本気で中核人材を採りたいなら受け入れ態勢を見直すべき 

 

4. 人材側は、人生後半戦のキャリア形成を逆算方式で考えるべき。どこに住

むか、誰とつながるか、どのように活躍するかを現在の延長で考えてはいけ

ない。 壮年、老年期の働く場として大都市は必ずしも優しい場所4ではない 

 

5. 人生後半で求められるのは中核人材、番頭人材5だ。そのためのリカレント教

育は徹底した実践教育として、マインドを高めキャリアと直結する設計とすべ

き。    外様社員でも成功する要件は専門性や人脈、動機、性格 

 

 
 

                                                   
1 「製品寿命の短期化」、「業界間の垣根の低下」、「系列企業の流動化」、「世界的なレベルでの競争激化」、「流通経路の短縮化」

など、会社寿命を短期化させると言われている。 
2 ４０歳で転職せよと進めているのではない。第２の人生のキャリア開発をすべき時期であると提言している。 
3 なんでもやらせてきたから、何にもできない人が生まれている。本人が自覚するかどうかは別として役員選抜が行われるのは

３５歳までと言われている。 
4 首都圏での介護は不動産と人件費高騰。２０２５年問題。救急搬送でも難民が現実化している。そもそも、東京で老後生活を

おくる意味はどこにあるのだろうか。 
5 中核、番頭人材は役員である。定年という概念から離れる経営人材である。 

中核人材・番頭人材とは 

ファクトを、経営陣や現場のトップなどを交えてオープンに議論し合い、事前の先入観や過

去の意思決定を排除して、様々な角度から出てきた意見を総合して、集合知をベースにベス

トな方向感を導いていく。「新たな企業の番頭」はそこから出てくる新たなビジネスモデル

の方向性を現場のスタッフに分かる言葉で言語化し、会社全体が常に新しいビジネスモデル

に挑戦し続ける体質に変革させる役割を担う 
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第 1章 なぜ「首都圏大企業に勤務する大学卒 40代従業員」なのか 

 

 

１．４０歳代とはどのような世代なのか ～変貌する４０歳代像～ 

そもそも、４０歳代とはどんな世代であろうか。テレビドラマに描かれる例をあげれば、

パパは会社で課長、朝のゴミ捨てをしながら一時間かけてマイホームから出勤、ママはパー

ト、子供は中学と小学生の塾通い。土日には子供の少年野球の試合を観戦する。時代により

マイホームがマンションであったり、少年野球がサッカーであったりしても大したちがいは

ない。しかし、少子高齢時代の現代ではこの典型的なファミリーは主役ではない。 

下表を確認すると、「夫婦と未婚の子のみ世代」は４２．７％から２９．５％に低下、「単

独世帯」２６．９％、「夫婦のみ世帯」２３．７％の順となる。ワントップ体制からスリート

ップと多様化している。「高齢者世帯」を取り出せば２６．６％である。結婚しない若者、高

齢世帯が配偶者の死亡による単独世帯の増加が原因であろう。 

表 1 世帯構造別にみた世帯数の推移 

 

 

以上から核家族は多様である。４０歳代は子育て世代であることは確かだが、子なし夫婦

や単独世帯も決して少数派ではないことが推計される。かつての典型的な子育てマイホーム

は約１/４(２９．５％)に低下している。それでも、子育て世代の所得は高い。むしろ、この

所得(６７１万円)がなければ子育てが難しいということではないだろうか。 
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図 1 世帯主の年齢階級別にみた 1 世帯当たり一世帯人員一人当たり平均所得金額 

 

つまり、この子育て世帯は人生の成功者であろう。大企業に勤務し正社員として従事して

も出世できず不満を抱えたまま５０歳代を迎えることは多い(むしろ、役員や部長職となるこ

とは少数である)。所得金額のピークは５０歳代であるにしても人生１００年時代、後期高齢

者の７５歳までは現役として働くことを考えれば、老後の過ごし方、終の棲家のことも考慮

した人生後半の働き方の計画を考える時期が４０歳代だ。４０歳代は所属する会社の出世が

見通せる時期でもある。子育てを終えた郊外一戸建てマイホームに老夫婦がすみ、やがてパ

ートナーの死別後、独居老人の住処となり、空き家となることは想像に難くない。出世コー

スを歩んでいても、子育てを終えた郊外一戸建ての将来の空き家問題は現代の課題でもある。 

ましてや、この「教育⇒労働・出世⇒老後」というシングルコースから外れた４０歳代の暮

らしぶりはどのようなものだろうか。離婚による単独世帯、未婚のままの単独世帯、あるい

は、高齢の親と社会人の同居世帯など多様だろう。たとえば、派遣社員として大企業に勤め

ていても出世は望めない。同一労働同一賃金で評価されるのではないから、実力のある者は

大企業に派遣され、そこで人脈とスキルを身に着ければフリーランスとしての生活が可能と

なる。生活が安定しやすい被用者(会社に所属する)であることを望むならば、転職すること

になる。 

望む給与を稼ぐためには企業が求めている人材になる必要がある。そのためにはどこで、

どのようなリカレント教育を受けることが必要かを提言するのが本提言の趣旨である。具体

的な教育内容は後述するとして、この章では人生１００年時代を東京で過ごすことの人生設

計の危うさを自覚していただきたい。都市で老後を迎えるには十分な資金が必要である。東

京でも転職可能であるし、企業も多いために十分な所得が得られるならば、選択肢となる。



7 

 

ただ、十分な所得が東京で得られないなら、物価が安価な地方都市での転職も選択肢である。

壮年から老年期の働き方をどうするかもあわせて考える必要がある。 

所得の現状を確認しよう。所得金額階級別世帯分布をみれば平均すれば５４５万円であっ

ても中央値は４２８万円、相対度数が多いのは２００－３００万円であることから、けっし

て多数が裕福ではないことがわかる。大企業でも４０さいだいの派遣社員は多い。派遣社員

であれば、中央値である４２８万円を超える所得を得るのは難しいのが現実であろう。 

 

   図 2 所得金額階層別世帯数の相対度数分布

 

 

大企業の正社員であれば、晩婚化の実態はあるにしても４０歳代は子育て世代であり、

住宅ローンを抱える世代でもある。実際に３０歳代から４０歳代は借入がピークを迎える。

この時期にリストラ対象になると家計崩壊となる事例は多い。 

転職経験者であれば、所属する会社が危機に陥れば、転職するかどうかの見極めもた

やすいし、そのための相談相手となる転職支援会社も存在する。したがって、自己の市場

価値や転職市場の状況の知見もあるだろう。しかし、転職未経験者であれば身動きができ

ない場合が多いのではないだろうか。転職市場は３０歳代中心である。転職経験者は自己

の市場価値に向き合うことになるので自己防衛のために教育投資の意欲が高いが、転職未

経験者は社内研修だけで他流試合はもとより自己啓発もおざなりになりがちである。 

図３のように、幸運にも５０歳代になれば所得のピークを迎え、かつ、貯蓄と借入が

逆転する。つまり、住宅ローン完済の目処がたつ年齢でもある。この時期には大企業の正

規社員であれば、出世はしなくても、定年延長で６５歳まで働き、退職金を受け年金生活

を全うするライフコースをたどりたい気持ちとなるのは一般的であろう。貯蓄や借入の状

況を考えれば４０歳代は転職するのに厳しい時代である。下図のように、貯蓄と借入が反
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転するのは５０歳代だからだ。住宅ローンが残る中で転職したり、地方に移住したりする

ことを考えるのは難しい。実際に移住するのは５０歳代としても自己の付加価値向上を目

指す努力はこの時期におこなうのがよいだろう。本人が自覚するかどうかは別として役員

選抜が行われるのは３５歳までと言われている。第一線の出世はできなくても、見慣れた

仕事仲間とこれまでどおりの仕事の仕方で定年(再雇用も含めて)まで会社勤めを放棄する

理由はないと考えるのは当然であろう。 

しかし、経済環境、企業環境が激変する現代、伝統的な大企業が崩壊する様を見聞き

し、就活時代にあれほどの人気企業でリストラや早期退職勧奨がおこなわれる現在、働き

手の防衛策の第一は自己の付加価値向上に努力するしかない。 

 

図 3 世帯主の年齢別にみた 1 世帯当たり平均貯蓄-平均借入額 

 

 

 

２．４０歳代、将来の東京での老後生活を見極めるべき 

将来の老後生活のリスクが存在することを認識すべきだろう。図４は高齢夫婦の家計

収支である。社会給付が１９万円あるので標準的な給与所得者であることが創造できる。

問題は月々５.５万円、年間６６万円の不足である。全図で定年年齢の貯蓄が１３００万

円弱であり、仮に退職金が２０００万円あれば、３３００万円である。年間６６まんえん

の不足は５０年(３３００/６６)補えるので老後生活を全うすることは難しくない。 
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図 4 高齢夫婦無職世帯の家計収支 2017 年度 

 

しかし、介護施設に入居することになれば話は変わってくる。東京都での施設で生活

するには月３９．５万円となり、不足額が１８．５万円6、年間２２３万円不足となる。

したがって、退職金を含めての３３００万円の貯蓄は１５年7もたない。 

この老後の金銭的な不安を解消する方法は 

 ①収入を増やす 

②支出を削減する 

③貯蓄を増やす  である。 

収入から支出を控除して貯蓄ができるのであり、これがマイナスでは③は望めない。

しかし、不要になった財産(土地、建物、車、書画骨董等)を処分したり、遺産相続を受け

たりすれば貯蓄を増やすことができる。資金運用で貯蓄を増やすこともてきるが運用リス

クを伴うことに注意する必要がある。①のために高齢者しかできない仕事で自分の付加価

値を増加させるには、高齢者となる前段階で若者に負けない経験と人脈が必要となる。経

験値を陳腐化させない学びが必要であるし、積極的に若者世代との人脈を意識して作る必

要がある。②のように生活水準を低下させたくないとすれば、物価水準の安価な地域に移

転する方法がある。海外ロングステイはその典型であるが、高齢期となると病気ケガ等の

入院・治療費用が海外の場合日本に比較して一般的に高価であることに注意する必要があ

る。海外移住は高齢者にとって医療費リスクがあるため、都市から地方に移住する選択肢

がある。 

次の図５「東京と地方のサ高住入居者(夫婦２人)の消費支出の比較(粗い試算)」の地方

を確認していただきたい。同一サービスが東京から地方に移転することで月１３万円弱の

効果を生む。この原因は、家賃と状況把握・生活相談費の違いである。この例では年金収

入の前提は月２１．８万円なので、東京で介護施設のひとつであるサービス付き高齢者住

宅に入居することがいかに高価であることがわかる。 

                                                   
6 395,000-209,198 
7 3300/223 
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図 5 東京と地方のサ高住入居者(夫婦 2 人)の消費支出の比較(粗い試算) 

 

介護施設に入る前、つまり、健康な状態で地方に移住することの意義はここにある。な

ぜなら、人々のライフスタイルは収入が減少したからと言ってもなかなか生活水準を低下

させることはできない。同じ生活水準を保つためには地域差を利用する必要がある。東京

と地方都市で介護サービスの水準が異なる訳ではない。入居面積や建物も同様である。東

京と地方都市との違いが顕著なのは土地代と人件費なのだから。 

特に退職金がなく、年収２５０～３４９万円高齢者世帯、平均貯蓄額１７６０万円であ

っても残高が月５万円8減少して２９年生活が可能となる。月１７万円9で、９年で尽きて

しまうことは恐怖でありリスクであろう。地方に移住する際に東京の自宅を売却したりリ

バースモーゲージを利用したりすれば貯蓄を増やすことも可能である。健康な段階から地

方に移住し、楽しみを見つけ生涯語らいあえる仲間を育み、終の棲家を確保することが大

切であろう。 

このように考えると、そもそも、東京で老後生活をおくる意味はどこにあるのだろうか。

施設入居の動機は身体的な介護が必要であるからである。つまり、行動範囲が制限され日

常生活に支障をきたすから入居するのである。施設入居するほどの介護が必要な状態にな

                                                   
8 26.9-21.8 
9 39.5-21.8 
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れば、施設とその周辺が生活の場となる。大都市で暮らす良さや利便性10は制限されてし

まう。それとも、それまでの人間関係や誇りのようなものであろうか。 

よく、終活として「ピンピンコロリ」を求める声が大きい。これは日常生活に制限のな

い期間は長く、日常生活に制限のある期間は短くという願いを意味している。表２は都道

府県別の推定値である。特徴的なのは東京都、大阪府である。これに比較して首都圏であ

る埼玉千葉県、愛知県にはさしたる特徴は見られない。県単位なので都市機能の集積が高

い東京、大阪と平野が広がっている愛知県では画一的に論ずることは難しい。しかし、大

都市の集積は「ピンピンコロリ」に影響すると言えるのだろうか。 

 

表 2 「日常生活に制限のない期間の平均」と「制限のある期間」の平成 22・25 年の全国と都道府県別の推計値 

 
厚生労働科学研究費補助「健康寿命における将来予測と生活習慣病対策の費用対効果に関する研究」グループ代表 藤田保健

衛生大学医学部衛生学講座教授 橋本修二作成資料を著者が順位付け 

 

「ピンピンコロリ」に影響しているかどうかは不明だが、都市の高齢化が影響してい

る例として、救急患者の受け入れに時間がかかっていることがある。通常、救急車の要請

(知覚)が入り患者のもとに到着して受入れ先病院が確定してから、病院に搬送され、病院

                                                   
10 大都市では文化的なイベントやコンサートなど地方都市では味わえないすばらしさがある。 
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に収容される。つまり、救急患者が治療を受診するまでに要する時間は、救急車の配置や

要請頻度、交通事情などの到着時間と受け入れ先病院を見つけそこまでの到着時間が関係

する。図６は平成７年から２７年までの２０年間の推移である。この時間は年々増加して

いる(平成７年２４．２分から２７年３９．４分へ)。特に深刻なのは東京都であり５１．

４分である。救急搬送の問題は高齢者だけではなく、都市で生活する者、働く勤労者の問

題でもある。なぜなら、脳梗塞、心筋梗塞、くも膜下出血など発症から処置までの時間が

後遺症の有無に影響する。東京での活動は急患の側面からリスクがある。 

 

図 6 現場到着時間及び病院収容所要時間の推移 

 

その原因の１つは高齢化の伸展によるものであろう。図７は年齢階層別、退院患者の

在院期間別分布である。高齢になるにしたがって、長期入院化することは明らかである。

長期化すれば入院費用がかさみ、医療費や民生費を圧迫することになる。ベット数を増加

させない限り、救急患者の入院ベット数にも影響することになる。 

図 7 年齢階層別、退院患者の在院期間別分布について 
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３. 困惑と混乱、首都圏２０２５年問題、東京のリスク 

では、まず、首都圏の高齢化がどれほど深刻となるか確認しよう。この図７は７５歳以

上の高齢者数の急速な増加(全国)である。さまざまな見方はあろうがその要点は 

①これからは人口減少社会であること。 

②高齢者人口が２０４５年ピークを迎えその後は多死社会となること。 

③生産人口は減少し続けること。 

この中で、いわゆる、団塊世代が７５歳以上に到達する２０２５年には急激な後期高齢

者の増加が起こる。介護難民、つまり、介護者に対する施設集能力が課題となる。この統

計は日本全体の人口推計であるが、特に高齢化の問題が顕著なのは首都圏である。 

 

図 8 75 歳以上の高齢者数の急速な増加(全国) 

 

 

図８は「都市部の高齢化対策に関する検討会報告書」の検討資料の「都道府県別の高齢

者(７５歳以上)人口の推移」である。首都圏の高齢化は地方に比較して急速に対応が迫ら

れていることがわかる。 

図 9 都道府県別の高齢者(75 歳以上)人口の推移 

 



14 

 

 この報告書が報告された平成２５年９月には首都圏の急激な高齢化に対する対策が必

要であることを厚生労働省では共有されていた。その対策として首都圏の特性を生かした

地域包括ケアシステムや施設整備が提唱された。交通網が充実しているなどの都市機能の

メリットを生かし、医療と介護の連携、さらには地域との連携を図り、充実した包括ケア

の仕組みが提唱されている。 

本書の提言は、このように首都圏での２０２５年問題を首都圏の中で整備充実させる

という視点に、新たな選択肢として地方と都市機能に着目して、大都市圏の大企業で働く

人材を壮年期から地方都市に移住することを前提に、地方の活性化に資する人材となるた

めの教育プログラムを構築することにある。 

 

表 3 都市部の強みを活かした地域包括ケアシステムの構築 

 

 

４ 都市での老後はしあわせか? 

都市労働者の多くは地方出身者であった。地方から都市への流入は図１０の通り、高度

成長期をピークとして現在も続いている。１９６１年(昭和３６年)をピークとして東京圏

に３７万人もの人口流入があった。この第１次移動機労働者が首都圏で後期高齢者を迎え

ている。かつて、都市を支えたこの地方出身者は首都圏で幸せな老後を迎えらたであろう

か。 

その答えは一様ではない。また、それぞれの価値観もあり一概に論じるべきではないだ

ろう。ただ、日本の高度成長経済を牽引したのは間違えなく地方出身者であった。地方と
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都市の役割分担があった。つまり、地方は都市に労働力を提供してきたのである。ゆたか

な社会をもたらしたのである。地方は人材育成のゆりかごの役割を果たした。その結果と

して、首都圏で高齢期を迎え急速な高齢化を迎える。ここで、我々は分岐点にさしかかる

ことになる。大都市圏で高齢社会をつくるのか、それとも、終の棲家を地方に求めるのか、

である。大都市と地方の役割分担を明確にするべき時であろう。その判断基準は明確であ

る。大都市が高齢者にとって魅力的な場所かどうかであろう。 

人生１００年時代、働き盛りの４０歳代に終の棲家を充実させるべくキャリアを見つめ

なおし準備(リカレント教育)する必要があるのではないか。医療の進展とともに健康年齢

は伸展する。人生１００年を前提とすれば、４０歳代の働き方のように６０歳７０歳代で

は働くこととはできない。では高齢期にも必要とされる人材となるにはどのようなリカレ

ント教育が必要なのか、検討する必要がある。 

また、地方にも４０歳代から終の棲家としての首都圏の受け入れ態勢を整える必要があ

る。地方が必要とする人材はどのような人材なのか。また、どのような教育や経験を積ん

だ上で大都市圏から地方も戻ってほしいのか、明確にする必要がある。大企業で出世でき

ないから、あるいは、派遣労働者だからと言って、決して負け組ではない。地方で活躍す

る意思を持った人材である。むしろ、リカレント教育を受けた大都市での経験を活かして

地方を活性化しようとする人材であると認識してほしい。 

 

図 10 大都市圏への人口移動による人口減少の加速化 

 

 



16 

 

５．４０歳代は人生後半戦の岐路 

４０歳代は働き盛りでもある。しかし、企業環境の変化によってはリストラの対象には

ならなくても、企業が活躍させきれていない人材は多い。部長、役員などのポストには限界

がある。意欲、才能はあり伸び代人材であっても所属の企業では活躍の場が限定される場合

もある。いわば「もったいない社員」は働く場所や働く視点を変えたり、能力を補強したり

さえすれば「ネクストチャレンジ人材」として活躍できる。所属企業で中核人材として活躍

できなくても、能力を高める努力し続ける人材であれば人生１００年時代、人生二毛作、三

毛作を謳歌できる。 

所得ピークを迎える５０歳代の前であり、この時期に地方都市に転居することは所得水準

を低下させることになる。したがって、大企業の滞留人材であっても、そのまま企業に居続

け、与えられた待遇に甘んじる方法もある。新卒採用が問題なく可能な大企業であればこの

ような滞留人材は早期退職制度の対象にしたい人材でもあろう。ただ、この滞留人材は本当

に仕事ができない、能力が劣る人材であるのだろうか。企業が成長し躍進を遂げる企業なら

ばグループ企業に派遣して経営としてポジションにつける人材であったのかもしれない。 

不幸にして企業が育てることを放棄した滞留人材であると自覚したならば、あるいは、そ

の可能性があるならば、地方都市の中堅企業の中核人材として働けるように自己の付加価値

向上を目指すのがよい。東京で働くメリットには様々なものがある。第一は所得の高さであ

ろう。しかし、高齢となって定年延長により所得が減額されたり、東京都内での転職で所得

が増加したりしないなど東京で働くメリットがないならば、地方、特にふるさとへの移住は

選択肢である。地方に移住することで削減できる支出は実質収入の増加を意味する。 

さらに、地方の中堅企業であっても、業務の責任者やさらには経営者の番頭人材として経

営全般のサポートをおこなう人材となれば定年という概念はなくなる。リストラにおびえな

がら企業の滞留人材で定年を迎えるより、地方都市の中堅企業の中核人材を目指すことは人

生１００年時代のマルチコースの選択肢となろう。 
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第２章 ターゲット人材とその供給企業側企業の現状 

 

企業内で滞留している優秀な人材を当提言では「もったいない人材」と定義している。こ

の「もったいない人材」の活用は、首都圏２０２５年問題を始めとする様々な社会課題とも

紐付ける形で、官、学や HR 業界を中心に警笛の意味も含めて発せられている。 

一方、この警笛を発する側の偽らざる現状認識は、「『もったいない人材』や『もったいな

い人材を雇用する企業』にはなぜかあまり響かない」ということだろう。 

そこで、本章では、この響かない理由について、本研究会において議論、整理した内容を

かいつまんで紹介する。 

 

１.人材と企業の相互依存型キャリア構造 

 下図は、本研究会での議論をややデフォルメして表現したものである。 

 左側の緑色で囲まれた前述の「警笛」は、ターゲット人材と供給側企業の相互依存が作り

だす障壁＝「AT フィールド」、「結界」に跳ね返される。 

 相互依存の中身は、非言語化できない要素を含む日本型雇用関係を媒介とする「ターゲッ

ト人材」と「供給側企業」の入れ子関係である。 

 

図 11 相互依存と障壁 
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２.課題の本質特定に向けて 

 本研究会の議論では障壁を「理屈は警笛の通りかもしれないが、余計なお世話。あえて条

件の良くない外部に打って出る理由が見当たらない」などと翻訳している。この障壁を内側

から崩す HOW、AT フィールドを中和するエバンゲリオンを具体化することが本研究会の一

次目標であり、そのためには何が「障壁内、AT フィールド内の入れ子関係」を生んでいる

のか特定できるかが課題の本質であろう。 

 仮説として「人材～企業の間の互助会的な中途半端な関係とそれが生みだす腰の重さ」が

感覚的に挙げられる。具体的には、 

①ポストが上がるにつれて求められる「なんとなくの総務的能力＞専門力」にアジャ

ストせざるを得ない人材側 

②アジャストの過程で生まれる専門力の喪失感と不安感を処遇でフォローする企業側 

の関係は、企業内互助会的であり、ジョブディスクリプション機能のエッジが利いて

おらず、その中途半端感は否めない。 

社員は、日頃、AT フィールド内では、自身の人事的処遇に不満を漏らす一方、AT フィー

ルド外つまり社外へ目を向けることを迫られたとたん「私のスキルはこの会社でしか通用し

ない」とか「私の部門は特殊だから」と発言し、図 12 の右上に表したような所謂５８歳研

修などと呼ばれるセカンドキャリア研修の場でついに「want」がないまま過ごしてきた自分

にはたと気づかされる様は、ターゲット人材の受け身の姿勢と、それがもたらす結末が端的

に表れているのではないだろうか。 

図 12 AT フィールド内で受け身に暮らすターゲット人材達 

 



19 

 

３. 人材が滞留する構造① ～漠然としている老後意識～ 

 厚生労働省による「高齢社会に関する意識調査」（２０１６）によれば、『何歳から高齢者

になると思いますか』という設問に対し、４０歳~４４歳の回答者の３１．７％が６５歳以

上と回答。次に７０歳以上が２９．９％と続く。また、６０歳以上とした回答も２３．８％

という結果になった。他方、６０歳~６４歳の回答者は、約半数の４８．７％が高齢者とな

る年齢を７０歳以上と回答している。自らの年齢と重なる６０歳~６４歳を高齢者とした回

答は、６．１％に留まった。全年齢分布で見てみると加齢と共に高齢者として認識する年齢

は、回答者の実年齢より概ね先を示している。 

 内閣府が行った表 4 の調査でも、前期高齢者の多くが自分を高齢者と思っていないと回答

している。具体的には、６５歳～６９歳では７１．８％が自分を高齢者だと感じていないと

回答。７０歳～７４歳でも半数近い４８．２％が自分を高齢者だと感じていないと回答して

いる。逆にいえば、７０代になっても自分を高齢者と感じていない高齢者が半数を占めてい

るのである。 

 

表 4 内閣府「平成２６年度高齢者の日常生活に関する意識調査結果」）『自分は高齢者だと感じていますか』 
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高齢化の進展に伴い、年齢に対する意識が変化し、社会や企業が考える以上に自分はまだ

現役世代であり、高齢者ではないと考える人が増えていることがわかる。しかしながら、上

記の表で４０代（40 歳～４９歳）の半数近くが、６０～６９歳を高齢者だと回答しているの

は何故だろうか。その理由は、同調査で明らかにされてはいない。しかし、実際に６０歳に

到達すれば、自分を高齢者と認識する人は激減することは容易に想像できる。働き盛りの４

０代は、目の前のキャリアトランジションをどう乗り越えるかが最大の関心事である。従っ

て、その先にある老後については未だ漠然とした認識しか持てないのが現実なのだろう。し

かし、人生 100 年時代といわれる現在、老後を見据えた逆算方式で自らのキャリア形成を考

えるべきである。長期化する職業人生に向けた備えとして、それは必須マインドといえる。 

 

 

４. 人材が滞留する構造② ～プライドと承認欲求～ 

４０代～５０代前半の社員に向けて、今後のキャリア形成や老後のライフプランを考えさ

せる所謂『たそがれ研修』が、大企業を中心に多くの企業で導入されている。研修の通知に

対し当該社員は、「ついに来たか」と思うらしい。また研修対象者の大半が、研修の呼び出し

を複雑な想いで受け止める。『たそがれ研修』の内実をリストラや退職勧奨の手段と捉え、不

安や警戒心を持つ社員も少なくない。 

企業側にすれば、ポストオフや早期退職優遇制度などキャリア上の大きな転換期を迎える

準備を促し、社内人材の流動化を図りたい。４０代～５０代前半の世代が、このようなキャ

リアトランジションに戸惑いながらも会社の意向に沿って『たそがれ研修』を受講する。 

４０代は、日々業務に追われ社内における中核人材としてそれなりの役割やミッションを

担う世代である。高い成果や目標にコミットし社内の出世レースで選別を受ける世代でもあ

る。一般に高学歴でエリートといわれる人ほど自尊心も仕事に対するプライドも高い。会社

に忠誠を尽くし、長年真面目に勤めてきた。それがなぜ今『たそがれ研修』なのか。理不尽

さを恨む社員、私は（出世コースを外してないから）必要ないとタカをくくる社員、出向や

転籍を恐れる社員、会社の自分に対する本当の評価を読み取ろうとする社員、企業年金等会

社の制度を理解するよい機会と捉える社員、社員の受け止め方は様々だ。 

問題なのは、企業と社員相互の思惑が噛み合わないまま『たそがれ研修』がハンドリング

されることであろう。社員の受け止め方は様々であるが、不安や自信のなさからくる承認欲

求は、この頃から一層強能くなってくる。働き盛りの４０代は、管理的役職やリーダー的役

割を担い、大過なく勤めてきた高揚感を体感する。また社内外からの賞賛、一定の知識経験

に裏打ちされた有感が、個人のプライドを支えている。しかし、ポストオフや納得感のない

異動や出向、たそがれ研修などでプライドが揺らぐ事態となる。その反動で承認欲求が更に

高まるメカニズムが、使いづらい中年社員をつくり、しいては“ぶらさがり人材”を増やす

要因となる。承認欲求が衛生要因になっていくのである。ぶらさがり人材とは、自身の生活

や世間体の為に必要最低限の仕事はするものの、自ら何をしたいといった Wants がない。一
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定の知識経験、実績を持っていながら消化試合をこなすやる気のない野球選手のようだ。手

抜きの方法が次第にこなれてくると承認欲求を自らの正当性に向けて活用する場合がる。例

えば、社内の新しい取組みや前例のないことを嫌い、反対の為の反対をするような困った存

在になったりするのである。 

 

 

５．「もったいない人材」の本質 

 首都圏大企業における企業内滞留人材としての「もったいな人材」について、ここで整理

しておきたい。 

 

①出身会社（首都圏大企業）への依存体質が染みついている人 

会社への依存心が強い人は、自己のキャリアについても会社まかせの人が少なくない。「な

んとかなるだろう」という希望的観測が、個人の自律的キャリア観のバリアになる。首都圏

大企業の正社員である既得権は、出世競争を下りた中高年社員には最後の砦。そこそこの仕

事で、再雇用定年まで逃げようと息をひそめる社員もいる。ぶらさがり人材の誕生である。

このような社員の仕事能力はすぐに錆びつく。たとえ高い専門性を有していても、学び直し

とマインドが変わらない限り、他社での活躍は望めない。ゆでがえる化した元エリートほど

もったいない度合は高まるのである。 

 

②これといった専門性がなく社内調整ばかり長けている人 

 出世コースから外れたプライドの高い生え抜きのジェネラリストがどこの企業にもいる。

自社内だけで通用する情報収集ノウハウや人脈を持ち、関係調整や段取り術に長け、経営陣

に対する説明や書類まわしもそつがない。上位者にとって都合よく便利に使われる人は、運

を頼みに突き進んでしまう。一見社内の中枢いるような錯覚を本人は感じているが、他方「中

味がないよね」などと陰口もたたかれることに気づかない。 

ある時、突然社内労働市場で行き場がなくなり愕然とする。背景は様々。一時はあれほど

輝いていた自分を恨めしくさえ思うのである。このような社員が、特に規模の小さな中堅企

業で再出発するには克服すべき課題が多い。人材の良し悪しというよりも中堅企業が好む人

材像との開きが大きいのである。 

 

③高度な専門性と知識経験を有しているが汗をかこうとしない評論家的な人 

 稀少な技術や高度な専門性を有する人材は、本来どこででも、年齢に関係なく歓迎される

はずである。しかし、たとえ正しい指摘であっても評論家的言動が過ぎる人は、他の社員か

ら心理的な反発を受け、結果協力を得られにくくなる。大企業でも組織間の不協和音や営業

部門と技術開発部門の反目の構図はありがちである。高度な専門性や知識を現場や製品に落

し込むプロセスに私事として関わり、最後まで見届ける姿勢を持つことが望まれる。 
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６．首都圏大企業の人材が滞留する構図 

わが国の高度成長期以降のマクロ環境変化は、首都圏大企業の人事施策に大きな影響を及ぼし

た。特に、バブル崩壊やリーマンショック後の経済失速とその後の景気低迷により、首都圏大企

業の多くが大幅なコスト削減や人件費の抑制政策に迫られた。 

例えば、新卒採用の抑制や見送り、非正規雇用の増大。また成果主義の名の下、実質賃金の引

下げを行い短期的成果に偏りがちな目標管理制度による人材マネジメントが広がった。後にこの

成果主義の運用については、様々な批判もおきた。 

首都圏大企業の多くは、ゆるやかに年功序列を残しつつ成果主義による人材マネジメントを試

行錯誤しながらも断続的に行った。しかし、これら企業側の変化と社員間には、微妙なズレが生

じてきたと思われる。社員は、社内評価を得るために目先の成果を追い求める。失敗を回避する

ため新たなチャレンジやリスクに過敏にもなる。このような傾向は、働く個人の仕事に対する面

白みや成長の機会損失にも繋がり、しいては個人の会社に対する自発的な貢献意欲にネガティブ

な影響を与えたと思われる。 

また、事業の統廃合や企業合併により余剰感のある中高年社員のリストラや退職勧奨が一部の

不況業種を中心に実施され社会問題にもなった。終身雇用と解雇制限により守られてきた首都圏

大企業の社員は、漠然とした将来への不安を抱えながらも相互依存の体質は温存し、会社へのも

やもや感を募らせてきたのである。 

 現在４０代の社員は１９７０年代に生まれ、バブル入社の恩恵を受けず真逆の就職氷河期を経

験している。特に、１９７１年から１９７４年生まれは「団塊ジュニア世代」とも呼ばれ、学生

時代から競争を強いられ、就職氷河期のただ中で難関を突破し首都圏大企業に入社したいわばエ

リート集団なのである。彼らにとっては、生涯安定した職業人生を送れるはずが、大誤算であろ

う。時代の変化と共に、首都圏大企業の社員であることの既得権が揺らぎ始めている。しかし、

彼らにしてみれば、たとえ自社の出世レースに外れても社会的にはエリートのままであり、その

立ち位置にしがみつくしかないと考えるのである。首都圏大企業の人材が滞留する構図には、こ

のようなエリート集団のプライドと保身的心理のメカニズムが存在している。 

 

 

７. 企業はなぜ変わらないのか①～企業側のマネジメント構造～ 

 「もったいない人材」はなぜ生まれてくるのか。そのメカニズムについて多くの企業は漠

然と理解はしている。しかしそのメカニズムを積極的に解消しようとはしていない。なぜな

ら、「もったいない人材」を生み出すメカニズムは、歴史的な経緯を含めて日本企業に深く根

付いているからである。 

 

①「メンバーシップ雇用」 

 新卒一括採用、終身雇用は日本企業の特徴だが、それに加えて大企業ほど給与水準も高く、

企業ブランド力も高いということを念頭に置かなくてはならない。新卒者の３年離職率は数
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十年間にわたって３０％前後で推移しているが、大企業においてはその限りではない。一定

割合存在する新卒の離職率はサービス業就職者や中小企業就職者によって導かれるものであ

り、大企業就職者の離職率は極めて低い。 

 

②「格差型評価と昇給額決定」 

 １９９０年代以降拡がった成果主義賃金は、それまでの年齢給型一律昇給の仕組みから、

人事評価結果に基づく昇給格差をもたらした。その際に、限られた人件費原資を、同じよう

な役割を担う人材間で差をつけて配分するためのロジックが数多く設計された。つまり若者

は若者同士で、中堅社員は中堅社員同士でそれぞれ格差を設けて昇給が決まったのである。

後に日産をはじめとして、若年層に厚く報いる構造をとった企業も増えたが、その本質には

「限られた人件費の配分」というロジックがあった。それらは言い換えるなら、かつて人事

評価によって給与差が生じなかった時代の同期間競争が構造を変えて浸透しているというこ

とでもある。 

 

③「序列を重んじる人材登用」 

 適材適所という名目で、若くて優秀な人材を重要なポストにつけようという言葉は多くの

企業で口に出される。しかし実際にそのような異動案が通ることは少ない。実際には「極め

て」優秀な特例的措置においてのみ抜擢が実現する。たとえばその会社の平均的な課長昇進

年齢が４０才の場合、前後３才あたりでの昇進が実現する。しかし１０才も若くしての昇進

はまず発生しない。 

 

 これらの人事構造は多くの日本企業のあたりまえであり、おそらくそれを聞いても特に問

題視する人は少ないだろう。しかしこれらの人事構造が複合するからこそ「もったいない人

材」が生まれてくると言える。 

つまりある一定年令ですでに会社としてミスマッチだと判断している人材に対しても、そ

の事実を知らしめないまま、社内で活躍の場を与え続けようとしてしまうのである。仮に低

い評価がついたとしてもそれはあくまでも同期同士での比較であり、挽回のチャンスはある、

と示される。本人もその会社に対するメンバーシップ意識が高いため、改善の意欲を持つ場

合もあるだろう。しかし最終的に会社という組織としての成果創出に貢献できるポジション

につくころには、ミスマッチは明らかとなってしまっている。 

 この時点で他社に転職するなどして活躍の場を再び探すことができればよいのだが、それ

が実現しづらい理由もやはり会社のマネジメント構造にある。 

 

８. 企業はなぜ変わらないのか②～職務の属人化による流動性の欠如～ 

一言で言うなら、なんでもやらせてきたから、何にもできない人が生まれている、という

状況がある。メンバーシップ型の雇用は社会で汎用的に活用できるスキルよりも、その企業
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の中で特に有効な企業特殊的スキルの習得を促す。たとえばそれは、社内の稟議を通すため

の根回し手法であったり、特定の取引先との深い人間関係であったりする。それらは確かに

その企業の中で昇進するためにはとても有効に機能する。 

しかし４０才頃の管理職登用の場面で競争に敗れた際に、汎用的スキルよりも企業特殊的

スキルを多く持っている場合には、どうなるだろう。高齢になるほど企業特殊的スキルのみ

を持つ人材は増え、彼らは転職先を得ることができない。高い資質を持ち、活躍する意思も

強いのだけれど、活躍する場を得ることができない「もったいない人材」はこのようにして

生まれてくる。 

では企業側がこれらの構造を理解して変革するだろうか。言い換えるならそれは「企業特

殊的スキルよりも汎用スキルを得ることをうながす」ということであり、「重要なポストにつ

ける人材について社内序列よりも個人としての能力レベルや市場価値などを重視する」とい

うことであり、そもそも「メンバーシップではなくスキルや専門性に軸を置いた雇用割合を

増やす」ということを選ぶだろうか、ということだ。 

近年生まれつつあるベンチャー企業などではそのような人材マネジメントを選択する企

業も増えている。しかし既存企業はその規模が大きくなり、社歴が長くなるほどにその選択

が難しい。人材マネジメントの変革は、企業戦略の変革のように、ロジックだけで語れるも

のではないからだ。そこではどうしても「否定」が生じてしまう。その否定とは、今現在も

社内でそこそこ活躍している「もったいない人材」を否定することであり、彼らを育ててき

た現在の経営陣を否定することになるからだ。 
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第３章 解決の方向性「次の企業で活躍する」ためには 

 

人生１００年時代における４０歳代は後半の人生をどのように過ごすか、適性を見極める

大切な時期である。適性とは被用人（会社に所属する）として働くか、専門性を生かしてフ

リーランスとなるようなプロフェッショナル人材となるか、自ら事業リスクを取ってベンチ

ャー企業を経営し独立するかを見極める必要がある。 

被用人としての働き方として、大企業での出世競争に敗れてもそのまま滞留人材として留

まるか、それとも、老後の人生を考えて地方の中堅企業で中核人材として転職して働くかの

選択がある。４０歳代をすぎての転職は新人ではない。即戦力となる経営幹部候補生である。

まず、企業が置かれているビジネスモデル、ビジネス環境を理解しよう。中核人材としても、

小番頭、番頭、大番頭として働く場合はそれぞれの役割から必要なスペックやマインドは異

なる。番頭になれば定年という概念が外れるし、給与面では大企業での処遇に近いものが期

待できる。40 歳代は後半の人生をどのように過ごすかを見極め、準備をする時期でもある。

すでに、大企業での出世競争は終了しているのだから。 

 

 

ビジネスモデルの機能不全に対応できる人材であるために 

 

1.製品・サービスの寿命短期化 

企業には一定の永続性が求められる。１９８０年代半ばに、会社の寿命について議論され

たころは、優良企業でいられる期間は３０年程度ではないかということが話題になっていた。

現状はどうであろうか。現在は、会社の製品やサービスの寿命は、当時に比べておそらく短

くなっているのではないだろうか。その背景には「製品寿命の短期化」、「業界間の垣根の低

下」、「系列企業の流動化」、「世界的なレベルでの競争激化」、「流通経路の短縮化」など、会

社寿命を短期化させると思われる要素が多々あるからである。 

・「製品寿命の短期化」とは、急速なＩＴ技術の進化などによってひとつの製品やサー

ビスの寿命が短期化していることを指す。つい１０年前には一世を風靡していたガ

ラケー向けのゲームが今やスマホに置き換わっていることなどが顕著な例である。

また、消費者の嗜好変化が激しくなり製品サイクルが短くなっていることも指摘で

きよう。 

・「業界の垣根の低下」とは、規制緩和等によって他の業界への進出が容易になったこ

とや、逆に自分の事業領域にも他社や外国の企業が参入してくるリスクが高まった

ことを指す。 

・「世界的レベルでの競争激化」とは、インターネット普及による情報伝達スピードの

高速化や規制緩和による貿易量の拡大などから、製品市場の競争相手は世界企業に



26 

 

なり、グローバルな商品力・戦略・資金調達力･人材獲得力等でトップクオリティで

ないと勝ち残れなくなっているということを意味する。 

・「流通経路の短縮化」とは、コンピューターやインターネット等の普及による情報処

理能力の拡大から、従来の複数の卸を経由した時間のかかる流通経路から、小売と

メーカーでの情報共有が進んだ結果、少ない在庫で欠品が生じないシステムができ

つつあり、それに応じて流通経路も短縮化されていることを指す。 

このように会社の製品やサービスの存在を求められる期間が短くなる中で、永続的な企業

にしていくためには、ひとつのビジネスモデルの陳腐化リスクを避けるために、新たなビジ

ネスモデルへの先行投資やＭ＆Ａ投資が求められる。 

 

２.企業の直面する問題を俯瞰し言語化するスキル 

 このような問題の大小はあるものの多くの企業が抱えている。しかし、日本企業は現場力

は強いものの、経営力はまだ改善余地があると言われるように、先行的に次のステージを見

据えた経営を行っている日本企業は少ないように感じられる。ここに「新たな企業の番頭」

としての役割のひとつがあるのではないだろうか。 

ここで「新たな企業の番頭」は、こうした企業が抱える問題を俯瞰し、市場・業界構造の

動向、現状の競合、比較優位性、異業種参入リスク、技術・業界トレンド、顧客ニーズの変

化、政治・規制動向などを分析（例えば、ＳＷＯＴ分析などの手法も有用である）するとと

もに、時間軸とともにそれをアップデートし将来予想を行う。それらのファクトを、経営陣

や現場のトップなどを交えてオープンに議論し合い、事前の先入観や過去の意思決定を排除

して、様々な角度から出てきた意見を総合して、集合知をベースにベストな方向感を導いて

いく。「新たな企業の番頭」はそこから出てくる新たなビジネスモデルの方向性を現場のスタ

ッフに分かる言葉で言語化し、会社全体が常に新しいビジネスモデルに挑戦し続ける体質に

変革させる役割を担っている。 

冒頭で述べたように、新たなビジネスモデルへのＭ＆Ａ投資もひとつの企業のビジネスモ

デルの機能不全への対応策である。ここでは、「新たな企業の経営人材である番頭」にはＭ＆

Ａ投資という従来の設備投資とは異なるスキルが要求される。 

Ｍ＆Ａ投資も先行投資をしてその資金を回収するという意味では設備投資と同じであるが、

競争入札による高値掴みや、精査（デユーディリジェンス）不足による意図しない債務を抱

え込まないために、Ｍ＆Ａ以前に知っておくべきポイントが数多くある。また、買収後は統

合計画を実行する上で必要なポイント（例えば、被買収企業の役職員とのコミュニケーショ

ン力など）も数多くある。こうしたポイントを学ぶためには、当該企業の企業規模からする

と小さすぎるようなＭ＆Ａを繰り返し行い、そこから失敗も経ながら上記の様々なポイント

を学習していく姿勢が必要になる。「新たな企業の番頭」には、自らそうした要素を学ぶとと

もに、そのポイントを組織で学び定着させていく姿勢が求められよう。 
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中核人材として活躍するためのマインドセット 

 

３.中核人材が新たな企業で持つべき資質 

大企業から新たな企業にチャレンジする「もったいない人材」が、新天地で幸せに働くた

めに、また、受け入れ企業にとっても幸せな出会いとなるよう、いわば外様社員でも成功す

る要件について、専門性や人脈、動機、性格といった観点から考察する。専門性や人脈はあ

るに越したことはないが、動機や性格は誰しもが持ちうるものであり、また、新しい組織で

成功する上で重要な鍵となろう。 

専門性は、当然、業務に活かすという面もさることながら、その人自身が培ってきたもの

を周りに理解してもらうこと、また、周りに理解してもらえることで、承認欲求とそこから

出るストレスに悩まされないことにつながる。もっとも、管理職等を経ているうちに、自身

の専門分野で第一線をしばらく離れることもあるため、自分の専門性のアップデートを常に

怠らないことが必要となろう。 

人脈では、中堅企業、さらには中小企業が自前で備えるには限界がある、コネクター的要

素を備えている場合、大きな強みとなる。ノウハウの流出を恐れ閉鎖的気質になっている中

小企業や、また、すべてを経営者が決めるがゆえにどうしても内向きになってしまいがちな

平社員にとっても、豊富な人脈の社員が入ることは、具体的なビジネスの案件のみながらず、

組織風土の活性化につながりうるだろう。 

動機では、経営者の人柄や理念への共感が大きな要素となる。あるいは、経営者自身もう

まく言語化できていないビジョンを、社外のステークホルダーに対して言語化し、社内の一

般社員に経営者の意図を翻訳する力を備えることは、経営者の動機と、経営者に共感した動

機で、周りの人の動機も作っていくことであり、組織の風土の改善、強化へとつながる。 

性格は、スキルの面ではあまり論点にならないが、人が集まる組織で働く上で極めて重要

である。経営者に対しては、自分よりも経営者を立てることができる気質と、一般社員との

共通の接点を持つこと、「飲める、歌える、踊れる」などの、仕事以外でも培われたキャラク

ターと人間的魅力は多いに助けとなる。 

 

 

４.受け入れ企業側とのミスマッチ解消に向けて 

当然ながら、外から来た社員が幸せに働くためには、受け入れ企業側との相互尊重型コミ

ュニケーションの素地も必要である。受け入れ企業では、求人スペックが不明瞭、または、

なんでもできるスーパーマンのような要件を求めるわりに、提示した要件に見合う市場並み

の給料を提示できていない──となっていないか。また、ワンマン体質でオーナー経営者以

外は職責に必要な権限がないといったケースや、受け入れ組織による「お手並み拝見的態度」

で、せっかくの優秀な人材が能力を発揮できないままで放置されるケースも珍しくないだろ

う。 
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外から来る社員も、受け入れ企業も、最初から全てうまくいくわけではない、しかし、ど

んな組織も、人間が集まるチーム、あるいはその集合体である以上、一人の人間が組織に与

える力は大きいものである。異動や出向、他の組織との他流試合の機会があまりなく、年と

ともに閉鎖的気質になってしまった中小企業の一般従業員にとっては、バランス感覚を持っ

た、いわば普通の組織人が一人入るだけでも、組織の活性化につながる可能性を感じられる

だろう。たとえその当人が最初は戸惑うことがあったとしても、逆にその戸惑う姿勢こそが、

他の閉塞感を持った既存の一般従業員から「自分が働く上で持っていた違和感や悩みは、こ

の人ならわかってくれるかもしれない」と共感を呼ぶかもしれない。戸惑いながらも頑張り

続ける姿勢が、結果的に、その企業の一般従業員の心の支えになり、さらには経営者を支え、

その組織の風土を変えうることもある。組織風土に変化を起こすことは、チャレンジする企

業文化の維持、形成にもつながる。どんな人でも必ずどこかに影響を残せるからこそ、不必

要に自分を大きく見せる必要もなく、かといって自分を抑圧することもなく、受け入れ企業

の経営者や従業員のこれまでの歴史に敬意を払い、チャレンジする人であることが重要では

ないだろうか。 

 

 

受け入れ側企業の人事改革必要性 

 

５.「良い人材」を活用するための中途採用のための人事制度 

次に受け入れ側企業のマネジメントについてのより詳細かつ包括的な改善の方向性につい

ても示すこととする。なぜなら多くの人材受け入れ企業では、適切な中途採用のための人事

マネジメントが整備されていないためである。 

 企業規模が小さい企業や、先進情報が限定されている地方企業は、人事制度をはじめとす

る人事マネジメント構造が旧時代的なまま放置されていることが多い。それは最新の人事マ

ネジメント情報が十分に浸透していないということだけではない。特にオーナー色の強い企

業には、経営の根幹の一つでもある人事について直言できる人材が存在しないということも

理由の一つである。 

 多くの中小企業で用いられている人事制度は「関係の深い大手の人事制度をコピーさせて

もらった」ということがある。しかしその場合、その人事制度そのものがとても古い場合が

多い。さらに重要な問題は、なぜそういう人事制度の構造となっているのか、という因果関

係が明確でないため、人事制度の改革が困難になりがちになることである。結果として、昇

給額を変更する、昇進のための基準を変更する、といった対処療法的な改革にとどまり、環

境変化や事業戦略の変化に適切に対応させることができないまま運用が続く。 
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６.事業ニーズから人事制度を棚卸する 

特に「古い」人事制度の場合の問題は、中途採用に全く対応できていないという問題が

ある。比較的多い事例としては、地元の学校を卒業した新卒を採用して育てる仕組みとして

設計されているため、年功的に育てることが前提の仕組みになっている。 

しかし、中核人材の中途採用を促進しようとする場合、職務や専門性に応じた処遇をし

なければそもそも採用が出来ない。つまり報酬水準が低すぎる場合が多いのだ。これに対し

て単純に「中途採用人材についての報酬水準を引き上げて採用」という選択肢をとる場合が

あるが、それは問題の先送りにしかならない。重要なことは、優秀な中途採用人材に一日も

早く大きな成果を出してもらうことにある。そのためには彼らに対する期待を明確に示すだ

けでなく、彼らと共に働く、元からのプロパー従業員たちに対しても新しいメッセージを発

信する必要がある。それはつまり、事業のニーズにあわせて人事マネジメントの構造を見直

すことだ。 

 

７.労働市場との関係性から人事を考える 

人事制度を改革しようとする場合、対処療法にならないための整理は、労働市場との関わ

り方から始めるとわかりやすい。 

スタートは外部労働市場から内部労働市場への人材の移動であり、それが採用である。採

用したのちには、役割を定め、職務を遂行してもらう。そうして成果が創出されるとともに、

個人と企業の双方が実現する。そして新たな役割を与えていくことになる。この価値創造と

成長のサイクルでミスマッチが生じた場合には、内部労働市場から外部労働市場に移動して

もらうことになる。これが退職であり、こうして人事マネジメントのサイクルがまわること

になる。 

このサイクルを前提として、個々の人事課題を配置してゆけば、付随したさまざまな課題

が浮かび上がってくる。それらに対して総合的に改革案を策定することこそがまさに求めら

れる人事改革である。 

 

図 12 人事マネジメントサイクル 

 



30 

 

８.変革すべき人事制度の３要素 

 特にあらためて人事制度を改革する際には、３つの要素についての変革が求められる。 

 最も重要な要素は「等級制度」である。これは外部労働市場から内部労働市場に人材を採

用する際の基準になるとともに、社内で活躍する人材への成長の指針にもなるからだ。求め

る人材像を定義するならば、それらはまさに等級制度に反映されなくてはいけない。 

 次に会社からの期待メッセージとして「評価制度」を設計する。バブル後の成果主義人事

制度ブームでは、評価とは差をつけるための仕組みだった。しかし今求められる評価制度と

は、成長のための指針であり、組織として成果を生み出すための協調と創造の手段である。 

 最後に「報酬制度」を整備する。この時、地域相場だけを重視するととくに地方企業の報

酬は低くなりやすい。企業として、ビジネスとしての適切な収益構造を設計し、そこから導

き出される利益に応じた分配の仕組みが必要となる。また金銭面だけでなく、成長と成果創

造のための教育投資なども報酬制度には含まれるべきである。 

 

表 5 等級・評価・報酬制度 

 

 

 

特に「番頭人材」が地方オーナー企業に求められている理由 

 

９.中堅企業には番頭人材がなぜ求められるのか 

番頭という言葉はさまざまに解釈できる。一般的には「商家などの使用人のかしら。営業・

経理など、店のすべてを預かる者11。」と解されている。この一般的な意味に加えて、ここで

論じる番頭人材はさらに、オーナー家の信頼を得てオーナーの資産管理のアドバイスまで踏

み込んだ役割がある者を大番頭とし、番頭に比較して店の一部門を取り仕切る者は小番頭と

定義する。番頭は店(会社)をベースにおいている。したがって、オーナー家のプライベート

な家政だけをとりしきる執事と番頭は異なる。では、どうして中堅企業で番頭人材（特に大

番頭）が求められているのだろうか。 

その理由として、株式公開されていない非上場の企業は、経営と所有が分離されておらず、

                                                   
11 デジタル大辞泉より 
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企業が資金調達するには経営者の個人資産を担保に給する個人保証が日本では一般的である。

そのため、個人資産と会社の財産とは明確に分離しているとは言い難い。日本には代々続く

老舗企業とその一族が存在している。創業者精神を生かした家訓に守られた、そして、決し

て株式を公開することはない同族企業が存在する。特に地方都市は代々続く老舗企業が多い。

これらの企業は同族と従業員の雇用を守ることを経営の基本に据え、地域に貢献しながら地

域経済を支えてきた。こうした企業であっても存続の危機が存在する。平時には一般的な定

義である「営業・経理など、店のすべてを預かる者」としての役割を小番頭、番頭人材は期

待されている。存続の危機には大番頭人材は次のような場面でその役割が期待されている。 

 

①後継者問題 

後継者の年齢が若く、経営者として認められるまで時間を要する場合、事業運営を番頭人

材が担う必要がある。そのために、番頭人材の必要条件はオーナーに代わって経営できるこ

とである。オーナーからも従業員からも信頼がなければならない。次に、後継者が育てば補

佐役に徹することができる人材であることがこの場合の十分条件である。後継者の教育だけ

でなく、育て上げたら自らオーナー家に経営のかじ取りを後継者に明け渡し補佐役に回るこ

とができなければならない。権力を握ると自分の役割を忘れがちとなり、企業内が混乱する

ことが多い。出処進退をコントロールできる心構えが必要であり、この必要条件を満たすも

のが大番頭である。 

 

②事業そのものが経営危機の場合 

オーナー家に立派な経営者がいたとしても、産業構造の変化や景気の波によって事業その

ものの将来性が見込めないことがある。この場合、事業そのものの存続の検討を冷静にオー

ナー家である経営者と議論できなければならない。ここでの視点には二つある。 

社長である場合、思い入れが強い。特に自分の代に祖先から代々受け継いだ事業をやめるこ

とは大きな抵抗感があり、その結果、対応が遅くなり傷口(損失)を広げることになる。そう

ならないためには適切な時期に事業継続についてオーナー家と議論しなければならない。次

には、事業廃止だけでなく、事業そのものを転売することも選択肢の一つである。その事業

の売却先は企業だけではなく、従業員の場合もある。オーナー家としてどのような条件付与

してＭ＆Ａに応じるか、大番頭として知識と人脈をもって対応しなければならない。 

二つ目の視点はオーナー家をどのように守るかの視点である。事業の株式はオーナー家だけ

でなく、同族が保有している場合がある。株主に事業の今後の展開について株式保有する一

族の同意が必要となる。株式持ち分に応じてＭ＆Ａの売却資金が配分されるので、今後の生

活に十分な資金がライフプラン上準備できるのか、つまり、オーナー家家族の将来にわたる

生活を成り立たせるという視点が大番頭には必要である。 

 

③相続問題 
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オーナー家の当主が死亡した場合、相続が発生する。その相続で問題となるのは相続財産

の分配である。非上場企業であっても税制では株価を算出し株式評価額をもとに納税額を算

出する。他の財産と合算して相続税額が計算される。納税は現金が基本であるため、現金を

用意する必要がある。オーナー家の当主の財産の中で納税資金の過不足はあらかじめ概算で

算定しておくべきであるし、残された家族にどのように財産を配分するか、家族全体の同意

を取り付けて置き、相続で争いが起こらないようにすることが必要である。 

納税資金準備の源泉はオーナー家が経営者としての報酬と株主としての配当である。保有

する会社に不動産を貸していた場合は賃料収入が源泉となる。また、事業用資金を会社に貸

し付けていた場合はこの資金の返済はイコール会社の現金の減少となる。相続が生じること

はそもそも経営者が死亡による退任であるから、会社から遺族に死亡退職金の支払いが生じ

るため、会社の現金が減少する。これらをコントロールするためには後継者に事業承継させ

る時期を会社の財政状況から検討する必要がある。会社とオーナー家の財務状況の把握が必

要な理由はここにある。 

経済産業省は中小企業経営者の承継が次世代にスムーズに行えるようさまざまな支援措置

を講じている。下図は平成３０年度の中小企業・小規模事業者関係の税制改定の資料である。

これまで厳しかった適用条件が緩和され、株式評価額が全額納税猶予の対象となることを報

じた。事業承継のために相続税が重荷になるならばそれを軽減するための施策である 

このように税制は毎年改定される。顧問税理士と契約があるとしてもその専門家をオーナ

ー家のためにどう活用するかは、顧客である企業担当者の依頼の仕方次第でもある。申告書

の作成は税理士に任せるとしてもオーナー家の立場で税理士と相談できる能力が求められて

いる。 

 

図 13 事業承継税制 
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以上から番頭に必要なスペックが以下の表のように明確となる。小番頭とは部門長であり、

経営管理職ではあるが、役員ではない。番頭は執行役員である。大番頭は執行役員であり取

締役でもあるが、非上場企業独特のオーナー家の資産管理・相続のアドバイザーでもある。

ただし、株主ではない。むしろ、株主としてのリスクは取らない。 

もっとも大切なことはオーナー家とともに歩む人生をおくるということである。オーナー

に寄り添い、決して傲慢にならず、冷静に助言ができる人材が、地方の中堅企業には必要で

あろう。事業内容は時代の流れとともに変化する。いや、させねばならない。孤独になりが

ちな経営者のよきパートナーが必要である。この大番頭のような存在がないため、日本の産

業力の基である中小企業が存続の危機にある。この現状を打破するのは上場企業特有の株主

資本の論理ではない。地域の篤志家としての中堅企業の発展であろう。 

 

表 6 番頭人材のスペック 

 能力 マインド 知識 

小番頭 部門長。部門の管理ができ

る。 

部門の成長を第一義に考

えるが、経営の立場から部

門の在り方を従業員に周

知できる。 

管理のための知識 

部門の専門の知識 

番頭 執行役員。経営全般の管理

ができる。 

オーナー家の指示を仰ぎ

ながら経営ができる。経営

能力は所属する会社に限

定される。 

経営全般の知識 

大番頭 所属する会社の経営全般

の管理ができる。さらに、

オーナー家の資産管理が

でき、一族等の株主間の調

整ができる。オーナー家の

ために会社と財産のあり

方が協議でき、実行に際し

て忠実に責務を全うする。 

オーナー家の事業存続が

第一であり、保有する会社

はその実現のための手段

の一つに過ぎない。オーナ

ー家に変わって経営者と

なったとしても主家の後

継者が育ては、補佐役とし

て支援する心構えがある。 

経営全般の知識 

オーナー家の資産相続

の知識 

事業承継に係る知識 

経営全般の知識…経営戦略、人事戦略、財務戦略、商品開発、マーケティング 

事業継承の知識…相続税制、事業継承税制、M&A の知識 
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第４章 今後の取り組み 

 

1.地方企業・中堅企業の経営人材（番頭）ニーズ調査 

地方企業・中堅企業は、ヒト・モノ・カネの経営資源について、大手企業より十分に確保・

配分できないのが実情である。ヒトに関しては限られた人的資源しかない中で、個々人に与

えられる期待役割は、限定された仕事のみではなく経営から営業や間接業務など幅広く対応

する力が求められるのはいうまでもない。ここまでは、一般的にも言われていることであり、

受け入れ企業側、送り出し企業側、送り出される人間も認識はしていると考えられる。 

その上でなお、人材のミスマッチが起きている例は多々ある。この一因として考えられる

のは、以下が考えられるのではなかろうか。 

 

ニーズ要件の認識相違 

① 受け入れ企業側がそもそも自社の現状分析及び課題を正しく把握できているか。 

② そして、課題解決のために何をすべきか解決策を持ち合わせているか。（そもそ

も解決案を見いだせる人材の雇用も含めて） 

③ さらには、課題・解決策・経営者の期待役割などが正確に第三者に伝達できる状

態にあるか。 

上記に関して、どこまで地方企業・中堅企業が正しく認識し、具体化できているかが重要

である。「経営管理ができる人材」「営業力のある人材」、「課題解決型の人材」など、一概に

ニーズを相手に伝えるために表現する用語となるとどの企業でも差異のない言葉になってし

まう。 

自社の置かれている状況を鑑みて、具体的な要件・表現に落とし込み、求められる期待役

割・行動・権限など明確に伝え、条件面などもすり合わせて、送り出される人間とのスキル

面での一致が図られるべきである。短期的に不足しているからその役割を担う人材を募集し

ているだけであれば人材は育たない。 

それぞれの段階をクリアして信頼できる人材であれば、将来は大番頭になってほしいとか、

すでに大番頭は存在しているので、この部門の小番頭を必要としているなど、募集する人材

の期待する将来像を描かなければ、採用される側のモチベーションに影響する。そもそも一

時的な特殊な部門の小番頭であれば期間限定のプロフェッショナル人材と契約を締結すれば

よい。たとえば、上場準備のために組織統制が必要な場合などが該当する例であろう。 

 

ソフト面での組織的調和 

また、会社は生き物であり、リーダーたる経営者の人間性、経営理念、経営指針によって、

会社の組織風土、雰囲気、求心力も大きく異なる。この点で、新しい経営人材が、ハード面

のみならずソフト面で自社に合うかどうかについて、現経営者が不安を抱いているケースは

よくある。親族や自社内の生え抜きの社員などは、長い年月をかけて経営者の後姿を見てき
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ていることから、登用時の社員との上記ズレは生じにくい。一方で、外部転用人材にとって

は大きな壁となり、組織内の軋轢を生む場合が多い。 

対応する方法として、事前段階で現経営者との綿密なコミュニケーションや幹部メンバー

との関係構築をしっかりと準備し、また採用後のバックアップ体制や事前に方針、ビジョン

の共有を図っておくことが肝要である。しかし、実際はまだまだ未整備、準備不足、コミュ

ニケーション不足の会社が多いように見受けられる。そして、こうしたソフト面は、金銭報

酬以外での働きがいにもつながることからも重要となる。 

①自社のビジネスモデルの強みの再認識とロイヤルティの向上、 

②一人ひとりの従業員の強みや特性を徹底的に見据えて実施する人材教育、 

③フレックス勤務やテレワークなど、各従業員の生活の事情を踏まえた勤務の柔軟性、 

④パワハラやセクハラを徹底的に許さない企業風土の醸成、 

⑤同僚とその家族、顧客、地域社会や債権者、株主などあらゆるステークホルダーに敬意

を払う人間関係の構築 

など、仕事のやりがいや働きやすい環境を追求し続けることも、新しい経営人材の採用に

つながる効果的な要素である。こうしたソフト面を採用した経営人材とともに経営者が一緒

に具体化させ、充実させていけそうな人材こそが新しい経営人材ともいえる。そのためにも、

こうしたソフト面が仕事のやりがいや働きやすさにつながることを採用側の経営者は十分に

認識することがまず重要である。 

 

 

２. 教育機関側のリカレント教育への対応状況と調査・検証案 

収益安定のために求められる受講継続の工夫はおこなわれているか 

大学等の高等教育機関においては、以前より、エクステンションセンターで公開講座を展

開したり、社会人大学・大学院を設置したりして生涯学習を支えていた。また、２０１４年

に創設された専門実践教育訓練給付制度は年々指定講座を増やしており、厚生労働省では２

０２０年までに５，０００講座という数値目標を設定して展開されている。また高度実践教

育においては、経済産業省主導で新たに第四次産業革命スキル習得講座認定制度も創設され、

高度ＩＴ分野や利活用分野を中心とした認定がはじまった。 

一方で近年、アメリカの大学を中心に、自らの講座をインターネットに開放して、世界中

どこにいても大学の講座を受講できるオンライン講座が設置されている。こうした大学の連

合体ｅｄＸ などを総称してＭＯＯＣｓと呼ばれている。その影響を受けて、日本の大学もＪ

ＭＯＯＣを立ち上げてオンライン教育を始めている。しかしながら、ＪＭＯＯＣもそうだが、

学習者の受講継続性には課題が大きい。講座を修了しても給与に反映されにくい状況のもと、

企業に勤めながら講座を受講するにはまだまだ障害が多い。 

ｅｄＸ などでは、単位修得のために、ＰｅａｒｓｏｎＸ が対面式の講座を開講したり受

講促進のために定期連絡をしたりして、オフラインで受講をサポートすることで継続率を向
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上させている。こうしたフォローアップにより単位修得者が増えており、事業収益に大きな

貢献をしている（ＪＭＯＯＣ においてはまだまだ単位発行やそれにともなう事業収益を目指

すところまではきておらず、安定した講座提供がどこまでなされるのか心配である）。 

民間教育事業に目を移すと、受講継続の促進のために様々な支援の工夫がなされている。

たとえば、㈱ナガセがフランチャイズ展開する中高生向けのオンライン講座では各教室での

サポート体制の充実が受講者数を増やすためのポイントになっている。さらに、中高生向け

のプログラミング教育を展開するライフイズテック㈱のオンライン講座は継続性を重視して

ゲーミフィケーションの要素を取り入れている。 

このように民間教育事業は、収益を安定させるためにも、受講の継続性を高めるサポート

をすることは当然のことになっている。一方、わが国の高等教育機関はそこまで追及するこ

とはない。中高生時代にオンライン講座でしっかりとしたサポートを受けてきた受講者の立

場からすれば、継続性を維持するためのサポートや工夫がない現状の高等教育機関の教育事

業には眼もくれないだろう。改善すべきである。 

 

大学の硬直化―プロダクトアウトによるカリキュラム構築になっていないか 

大学は受講者のニーズをつかみきれていないのではないか。その理由として、大学の講座

の多くは、社会や受講生のニーズよりも、大学教員の専門性に委ねられている状況がある。

ＪＭＯＯＣ に提供される大学の講座も多くは協力的な教員に頼んで講座を開設しているよ

うな状況にある。少子化の日本では、大学経営は高校を卒業した、いわゆる、１８歳市場に

特化した時代は終わったと認識すべきである。この日本人１８歳人口減少対策として、留学

生や社会人学生の確保だと言われて久しいが顕著な成果がある状況にはない。 

まず、留学生獲得のためには他の競合する教育先進国との比較優位でなければならない。

大学世界ランキングを確認すれば改善の余地があることは明白であろう。そもそも、教員の

専門性を前提のカリキュラムである。いわば、プロダクトアウトの考え方である。いくら、

人材養成像で社会に貢献することを目標としても、グローバルな競争で劣後しているのであ

れば、カリキュラム構築の発想を徹底したマーケットインに改めなければならない。 

また、社会人学生確保の困難さの最大の原因は、経営系大学院・法科大学院など社会科学

系の専門職大学院などにおいて修士号を取得しても、それが給与に反映されず、結果専門職

大学院における学習実施の対費用効果が芳しくないことである。端的に表現すれば、企業に

おいてまだまだ学位へのリスペクトがないことだ。 

本来労働者は、自分の能力を常に客観的に示すことを求められる。その際に、最もわかり

やすく能力を示すものとして、資格があり学位がある。給与に反映されないことは学位授与

における質的保証が企業における評価と連動されていないことが根本的な要因であろう。そ

して専門職大学院が停滞する大きな要因であろう。今後開設される専門職大学も、リカレン

ト教育の需要を吸収できるかは未知数である。そのためにはカリキュラム構築の発想をプロ

ダクトアウトから徹底したマーケットインに転換する改善が求められる。 
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具体的には、たとえば受け入れ企業のニーズに沿ったカリキュラムをオーダーメイドで受

注することだろう。その成果は受け入れ企業の採用や給与アップによって証明される。オー

ダーメイドであるから所定の学位を満たさないかもしれない。むしろ、社会人にとっては、

学位のために会社を休職するようになったり、会社の業務に支障をきたすようになったりす

るよりも、転職や会社の課題解決のための知識と人脈を作るために必要な講座を受講するこ

とが望まれるであろう。 

今後、人工知能の進化は職業の寿命を短くする。雇用もジョブ型に徐々に移行するだろう。

個人によっては講座の履修証明でもよいかもしれない。企業のニーズを発見し、意欲ある社

会人とマッチングさせることを主眼にするニーズは大きい。そのようなリカレント教育の提

供に果たす大学の役割は大きいのである。 

アメリカではコロンビア大学やＭＩＴ（マサチューセッツ工科大学）などが「マイクロマ

スター」を設置するなど柔軟に対応している。ニーズが見えるからこその対応である。学部

レベルでは物足りずだからと言って修士号を取得するには時間がかかる。修士で学ぶ内容を

分野で切り出して講座として展開する。こうすることで学びやすくなり、単位取得者が増え

て、やがては修士取得のために大学院にやってくるのだ。日本においても同様な切り出しに

よる「履修証明プログラム」制度があり、一部のプログラムは企業と密接に連携し「職業実

践力育成プログラム」としての認定もなされているが、学内のリソースの配分はまだまだ限

定的であり、分野的にも地域的にも限定されたものにとどまっている。学内で意志を統一し

社会人学生の獲得を目指すアメリカの大学の姿勢に日本の大学も学ぶべきである。 

 

マーケットインによる、これまでの大学にない講座を提供する 

大企業における滞留人材向けには、まずマインドセットを変えるような講座を用意したい

ところだ。これからの時代を踏まえること、生き甲斐を感じることの大切さ、自己肯定感を

あげて意欲を掻き立てることなど、新しいことに一歩踏み出す意義や勇気を与えるような講

座だ。 

これに加えて、４０歳代で人生どのように生き抜くかというライフプラン(パーソナルファ

イナンス)の知識も大切である。企業に留まる、あるいは企業を出て地方都市に移住するとい

った選択をする際に考慮すべきことである。 

企業の外での研修には足を運びにくいが、大学が企業に赴くのであれば、参加しやすい。

地方都市にある大学がその地域の社会課題を持ち込み、直接、社員に解決策を求めることが

できるだろう。事前にそれぞれの地方都市の課題を知ることは、地域を知ることの第一歩で

あり、移住準備としては有効である。ここには批判的思考力を重視した、国際バカロレア教

育で核となす TOK （Theory of Knowledge )のように社会課題解決の概念化を取り入れた、

ＰＢＬ（Project Based Learning）を導入する。批判的思考力が身についていなければ地域

課題を解決したりイノベーションを起こしたりすることはない。加えて、その批判的思考力
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はアセスメントによって測定可能であり、それを補うための示唆をすることができる。こう

したアセスメントとＰＢＬをセットで展開することで効果を上げるだろう。 

就職氷河期以降に就職をした層には非正規で働く者が少なくない。この層は企業内におい

てこれまで研修を受けたことがないだろう。このような取り組みは、こうした層にも有効な

試みとなるはずだ。特にこの非正規の層は、次の世代がＰＢＬを活用した新しい教育を受け

始めており一気に立場を逆転される可能性があり、講座の提供は急務である。なお、ＰＢＬ

ではあるが、オンラインでの議論や合意形成を展開できるようなＥｄＴｅｃｈ（革新的な能

力開発技法）の開発にも取り組みたいと考える。 

また、プロフェッショナル人材と呼ばれる社内高度職業人において顧問先の様子を知るた

めにもこうした地方都市での地域課題解決は有効である。さらに、大学院レベルの高度な講

座を提供して資格取得に結びつけることや高度な先端知識を修得することも可能にすべきだ

ろう。 

 

大学を舞台としたマッチングの仕組みを提供する 

一方で、こうした講座を展開するとともに、地方企業と滞留人材、非正規層、プロフェッ

ショナル人材のマッチングのニーズ調査をしたい。いま大学と企業が包括的提携を始めてい

る。しかし、包括的ゆえに具体的に何かをなそうとしているところは少ない。地域社会の課

題解決とリカレント教育、そして、地方企業と人材のマッチングのためのコンサルテーショ

ンをする仕組み作りが必要となるだろう。 

例えば、大学が、大企業人材と中小企業経営者が同じ課題意識を持ち協働学習を行う学習

コミュニティを形成すれば、中小企業と「番頭人材」とのマッチングを実現することができ

る可能性は高まるはずだ。大学をベースとした以上のような試みの可能性をまずは実験実証

してみたい。 

 

３.高等教育機関の活用による人材流動活性化の可能性を検証する 

【マーケットインによる講座開発を実現するために】 

先に挙げられたように、「滞留人材」がどんなにリスクが存在していても流動化しない理由

は、そのリスクが遠い将来のもの、そして、動かないでいるリターンのほうが大きいと感じ

られているためであった。逆に、「いま」動くことによるリスクは目に見えるため、近く、ま

た大きいものと感じられる。つまり、リスクから目をそらしたままでいるほうが心理的な合

理性が高いのである。 

この現状を打開する手法として、「いま」リスクが小さく、かつ短期的なメリットのある機

会を増やし（言ってみれば「甘やかし」）、まず動く人を増やすことが考えられる。キャズム

を越え流動があたりまえのものとなるまで、言ってみれば「甘やかそう」というわけである。

そこで、動く手段としては転職に比べ圧倒的にリスクが小さい【高等教育機関での学習実施】
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を利用し、どのようなプログラムであれば、「マインドセットの転換」や「流動化の実現」に

有効なのか検証することを提案したい。 

検証のためには、「ターゲット設定」が重要となる。内容や形式など学習実施の様態とその

有効性の関係を検証するには、たとえば下記のような、組織へのコミットメントの度合い、

現在の学習習慣の有無といった、ターゲットの状況ごとに見定める必要があるからだ。 

 

表 7 ターゲッティングの例 

 

 

ヒントとなる兆し 

中小企業支援や地方振興、キャリアカウンセリング、教育といった、支援・育成関連のス

キルを学ぶ専門職大学院やＢＰ、あるいは資格講座の中で、近年４０－５０代の比率が非常

に高まっている教育機関が存在している。修了者の中には、修了後も学習を続け、在職企業

においてイノベーションを担う人材となっていたり、起業により新たな価値を創造したり、

地方活性化や中小企業における中核人材となっていたりするような「成功事例」も多数出現

している。 

彼ら・彼女らは学習を開始する前、成長実感のなさや将来への不安といった「もやもやし

た思い」は抱いていたものの、それは明確な危機感や課題感とはなっていなかった。 

それが 

① 学習コミュニティに身を投じ、 
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② 社外の学習者たちとの対話を行い 

③ リフレクションの機会が得られ、 

④ 自らのこれまでの経験の希少性や価値、あるいは社外の目から見た際の知識

の偏りや再現性の低さを認識し、 

より体系的・理論的な学びへの意欲を高めた修了後の活躍につながったものである。 

こうした先行者は、多くが、「たまたま」同じ部署内にロールモデルが存在した、会社の実

施する若手向けの研修に空きがでて参加した、友人に誘われてセミナーに参加した…といっ

た偶然のきっかけや、あるいは、子どもがおらず金銭的な余裕があるなどの恵まれた条件を

持っている。 

そこで、意図的に「たまたま」や「恵まれた条件」を作れば、ロールモデルが増加し、全

体の流動性を高めることができるのではないかと考える。 

検証には、大きく２つの方向性が考えられる。 

【方向性１】 

・仮説１ 流動性の高いマインドセットを持つ者はある程度存在しているが、 

費用的・地理的などのハードルの存在が彼ら彼女らの動きを阻害している 

学習機会に存在するいくつかのハードルをゼロ化し、学習実施に向かう者を増やせば、マイ

ンドセットを転換し企業外で通じる専門性を身に着けた人材が増え、必然的に中核人材とな

るロールモデルが多くの職場に存在するようになる。結果、フォロワーが増えていく。 

・仮説１のためのリサーチクエスチョン 

どのようなハードルをゼロ化すれば、課題を感じている人が学習を実施しはじめるのか。 

・仮説１を検証するための手段 

１ 既存の講座でどのようなハードル低減施策が一定の効果をあげているかを調査 

設定したターゲットごとに仮説を設定 

２ その施策をより突き詰めた形で実現した講座をテスト実施し、効果を検証 

３ 続いて追跡調査を行い、流動化につながっているかを検証 

【方向性２】 

・仮説２ マインドセットの転換を直接目的とした講座を用意したとしても、 

それはマインドセット転換が必要なターゲットにとって直接的な魅力が感じられ

るものではないため、実施につながらない。 

逆に、別の誘因を持つ講座を用意すれば、学習の実施によってマインドセット転

換が起こり、結果的に課題感を感じていない多数派の流動化につながる。 

最新の内容や魅力的な講師、資格手当などの短期的な報酬や、企業内での強制といったわ

かりやすい誘因を持つ学習機会を多数用意。 

学習機会については、プログラム内にリフレクションの機会を内包させ、マインドセット

の転換へとつなげる可能性を高める。「アプリケーション」にあたる知識・スキルの習得や学

位・資格を目的とした学習を手段として、「ＯＳ」にあたるコンピテンシーが獲得されていく。 
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その中から一定数、中核人材への転換を果たす人材が生まれていく。 

・仮説２のためのリサーチクエスチョン 

どのような魅力を持った講座があれば、「障壁」＝ＡＴフィールドの中に滞留している人材が

新たなマインドセットの獲得に向かうか 

 ＡＩやＩｏＴといった最新のテーマ、地域創生に資するＰＢＬ、合意形成過程を伴うＥｄ

Ｔｅｃｈの活用など、どのような新たな魅力を持ったプログラムを開発すればよいか。 

・仮説２を検証していく手段 

１ 既存の学習機会や海外の事例から、マインドセット転換につながりやすい学習形式を探

索し、ターゲットごとに仮説を形成 

２ さまざまな誘因について１で形成された学習形式を持つ講座を用意 

３ マインドセットにつながる妥当性の高い内容と形式の組み合わせを検証 

 

高等教育機関の講座開発実現に向けて 

どのような講座があれば成功事例＝ロールモデルを輩出できるのか、確立された手法があ

るわけではない。そのため、プログラム提供者である大学が限られたアセットを投資し、プ

ログラムの開発・運営へと踏み出すには、多数のステークホルダーに十分説明責任を果たせ

るようなエビデンスが必要となる。そこで、公的資金をそのエビデンスを蓄積していくため

の講座開発支援へ用いることで、その後の教育機関側の自主的な講座開発につながり、学習

実施者＝流動性の高いマインドセットを持った者の増加が効果的に見込めると考える。 

 

４.人材マッチングの仕組みについての検討課題 

転職・採用市場における人材マッチングの仕組みは、４つのタイプに分かれる。ここでは

それぞれの仕組みと特色について説明する。 

①媒体型 

②エージェント型 

③スカウト型 

④ダイレクト型 

 

①媒体型 

 Web 上の求人メディアを介したマッチング形式で、求職者が募集要項を探し、エン

トリーするモデル。企業はメディア運営会社へ掲載料を払い、Web 上に自社の求人情

報を掲載する。求職者はメディアに会員登録し、自らが希望する条件に合致する求人

情報を検索・エントリーし、採用プロセスへと進む。メディア運営会社は、企業から

の掲載料が利益の源泉となる。国が運営するハローワークの仕組みも、広義では媒体

型に該当する。 

②エージェント型 
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 企業と求職者の間に人材エージェントが介し、そのマッチングを手掛けるモデル。

企業は人材エージェントへ雇用したい人物像を伝え、人材エージェントはそれに合っ

た求職者を紹介する。求職者は希望する仕事を人材エージェントに伝え、その志向に

合った企業を紹介する。また上位ポジションの求人ニーズに答えるべく、求職してい

ない人も含めてアクセスし企業へ紹介する“ヘッドハンティング型”も存在する。 

人材エージェントは、入社が成立した際、入社者の年棒の３０％～３５％程度を成

果報酬として企業より受け取る。また厚生労働省管轄のもと有料職業紹介事業の届出

を行い、許可を得る必要がある。成果報酬型が一般的ではあるが、上位ポジションに

おいては手付金（リテーナー・フィー）を企業が人材エージェントへ支払うこともあ

る。また、このモデルを支える仕組みとして、人材エージェントと求職者をマッチン

グする Web プラットフォームを運営するビジネスモデルも存在する。新卒採用におい

ては媒体型がほとんどであったが、この数年、エージェント型による採用市場も生ま

れつつある。 

③スカウト型 

 企業が人材プールの中から条件に合致した求職者を探し出しアクセスして、採用プ

ロセスに至るモデル。求職する登録者を多く抱える Web プラットフォームを運営する

会社が存在し、企業はこのプラットフォーム利用料を支払い、その人材プールの中か

ら自社が望む人材を探し、スカウトする。求職者は受け取ったオファーの中から、自

らの条件と合致する企業を選定し、顔合わせのステップへと進む。 

④ダイレクト型 

 企業は自社が有するビジネスネットワークを活用して求職者を探し、自社への入社

を促し、採用する。もしくは求職者自ら求人している会社を探し出し、応募の上、採

用に至るモデル。このタイプを支えるプラットフォームとして、社員紹介制度（リフ

ァラル採用）の推進ツールや、自社採用向けのプロセス管理ツールなどが存在する。 

 

以上の４モデルが存在しており、人材サービス企業はこのモデルを複数組み合わせて事業展

開することも多い。 

 

これらの仕組みを活用する際にどのような工夫 

では、高度人材が地方で活躍するための高度人材と地方企業とのマッチングにおいて、既

存のこれらの仕組みを活用する際にどのような工夫が必要となるだろうか。 

まず企業側において「人材の流動化」を促進することが不可欠であり、特に高度人材を多く

抱える大企業が「人材の流動化」を促進する人事制度、新陳代謝が進む組織へ移行すること

が望ましい。終身雇用からの脱却を図る大企業も出てきているが、多くの大企業では終身雇

用の時代につくられた制度をいまだ活用しているケースが多い。 

ある大企業において出世の芽を絶たれた人材がいた場合に、その企業としてはその人材を
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企業内で活用し続けることがプラスに作用する。しかし日本経済全体で考えるとその人材が

より活躍できる場へと導いたほうがプラスに作用するため、できる限り早く転職市場などへ

解き放ったほうがよい、といった見方もできる。通常は１企業の中だけで人材の適材適所な

配属、最適化を行うが、これを国全体で最適化するようなイメージである。 

出世の芽を絶たれた人材を適宜市場に解き放つことが効果的であるならば、例えば３５歳、

４５歳、５５歳、６０歳と、四度退職のタイミングを設定する。そして、そのタイミングで

一定条件を満たせば優遇された条件で退職できる、というような制度は一定の成果が創出で

きる可能性がある。 

また、解雇やリストラはネガティブな事象としてとらえられているが、会社の中で活か

すことができていない人材を市場へ輩出するという観点では、日本経済へポジティブに働く

可能性もある。雇用者を守る仕組みは必要不可欠であり、それに加えて日本全体の人材流動

化を進めることも兼ね備えた制度への進化を期待したい。 

 

地方企業への転職に必要な対応 

次に地方企業への転職については、通常のマッチングの仕組み以上に、マッチングを担う

プレイヤーに高度な機能が必要となる。通常のマッチングでは、スキルやキャリアといった

仕事面が重視されるが、地方への転職については人生設計や資産形成への影響が大きく、通

常の転職以上に重要な要素となる。自らの意思で地方で働くことを選ぶためには、「やりたい

こと」と「できること」を一致させていくことが求められ、その過程では人生とお金との兼

ね合いを検討せざるを得ない。 

 まず自身のキャリア・プランと地方で働くことを掛け合わせて、過去の経験をどう活かし、

またこれからどのようなキャリアを実現していくのかを検討する。次に家族の状況といった

ライフステージの変化も人生設計の重要な要素として考慮することになる。都心から地方へ

移住することによって何を得て、何を失うのか。そしてライフ・プランナーに資産形成につ

いて相談するように、人生とお金との兼ね合いも検討が必要だ。その資産形成に自身のキャ

リア・プランを重ね合わせて、どのように実現していくかを考えるのだ。地方に移住するこ

とで報酬が下がったとしても、生活コストも下がることになるので、その状況でどの程度の

生活水準を実現し、そして資産形成をしていくのか。このバランスをどのように考慮すべき

か、自ら考えなければならない。 

例えば片道切符ではなく、首都圏に戻るという選択肢も持ちながら移住したいという求職

者もいると思うが、その為にはどうすればいいのか？・・・こんな問いに、自分だけの答え

を出さなければならないのだ。 

このように求職者が自ら複合的な観点から検討するにはそれ相応の知識が必要であるが、

すべてを持ち合わせている求職者は少ないのが現実である。しかしながら、キャリア・プラ

ン、ライフプラン、資産形成といった要素が切っても切れない関係にあるので、それらをワ

ンストップで相談できるようなプロフェッショナル・エージェントが必要なのではないか。 



44 

 

この機能は起業家に対するメンターのように、高度人材の地方移住者に対するメンター的

な役割をする人材によって代替が出来るかもしれないが、その存在は、日本全国で行う人材

のアサインメント「人材の流動化」を推し進める強力な一手となるだろう。 

 

以上 
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